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【事務局長】  

南淵 聡（57期）  Satoshi Minamibuchi

公法研究会

１   沿革

公法研究会が設立されたのは、平成16年10月で
あり、現在まで、17年間続いています。代表には、
設立当初から山下清兵衛先生が就いております。
事務局長には幸村俊哉先生が就いておりましたが、
幸村先生が当会の副会長に就いたあたりから、私
が事務局長に就くことになりました。名簿上の会
員数は135名であり、年会費は5,000円です。

公法研究会は、設立当初から行政書士との連携
を目指して活動しており、そのため、平成17年11
月には、行政書士と協力して実務公法学会（会長　
庭山正一郎先生）を設立し、行政書士や、研究者、
他士業の方々と共に、判例研究や、実務研究、行
政法関連の執筆、刊行を行ってきました。令和3
年から、実務公法学会は、「行政手続学会」と名称
を変更し、新しく、弁護士の行政手続参加を推進
することになりました。

2   定例会

公法研究会の主な活動は、弁護士や行政書士、
研究者、行政庁職員、他士業の方々を講師に招い

ての定例会の開催です。定例会は、平成17年11月
に実務公法学会が設立されてからは、同学会と合
同で行うようになり、主に弁護士会館を使用し、
今までで、100回以上開催されております。 

過去に行われた定例会の内容をいくつか挙げま
すと、行政書士を講師にお招きしたものとしては、

「風俗営業許可申請の実務概論」（浅野幸恵先生）
や、「産業廃棄物処理業の実務概論」（谷田部智敬
先生）、「建設業許認可申請の実務概論」（中西豊先
生）、「医療法人の設立について」（知久忠先生）、「在
留特別許可の手続きについて」(高橋美香先生)な
どがありました。

弁護士が講師となって行われたものとしては、
「小田急訴訟弁護団報告」（武内更一先生）や、「行
政計画決定の処分性」（奥平力先生）、「環境訴訟の
類型と問題点」（村重慶一先生）などがありました。

研究者を講師にお招きして行われたものとして
は、「議会の損害賠償請求権放棄と住民訴訟」（白
藤博行先生）、「都市再開発事業計画と行政訴訟」

（同）や、「公法の法務戦略」（阿部泰隆先生）、「改
正薬事法に関するネット販売事件の最高裁判決の
検討」（同）などがありました。

行政庁職員を講師にお招きして行われたものと
しては、「独占禁止法に関する行政手続と行政訴訟」

（公正取引委員会首席審査官）、「3Ｒとゼロエミッ
ション」（元環境省事務次官）、「オウム真理教と現
在の治安の情勢について」（公安調査庁調査第一部
長）、「ＴＰＰ交渉について」（農林水産省大臣官房
国際部国際経済課長）などがありました。

その他に興味深かったものとしては、「運転免許
取消処分の取消請求事件の一審勝訴事件について」
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務行政訴訟法講義」（民事法研究会、実務公法学会
編）、平成22年7月29日に出版された「行政許認可
手続と紛争解決の実務と書式」（民事法研究会、編
集代表山下清兵衛、行政許認可手続紛争解決研究
会編）、平成27年6月に出版された「行政書士のた
めの行政法」（日本評論社、日本行政書士会連合会
中央研修所監修）、令和3年2月に出版された「行
政手続実務大系―適正手続保障を実現する実務と
書式―」（民事法研究会、行政手続学会編、山下清
兵衛監修）は、いずれも、公法研究会所属弁護士や、
行政手続学会所属行政書士が中心となって執筆さ
れたものです。

　

6   今後の活動について

公法研究会は、現在まで、定例会や、行政書士
会との連携、出版など幅広い活動を行っており、
今後も、これらの活動は継続していきたいと考え
ております。

なお、直近で行われた定例会として、令和3年6
月に、「専門行政手続の紹介」のテーマで、5名の
行政書士に、各分野の行政手続について解説して
もらい、代表の山下先生には、行政調査の解説を
してもらいました。また、令和3年7月8日には、「『行
政手続実務大系』出版記念講演」を開催し、執筆
者6名に、「不利益処分と適正手続保障」のテーマ
で講演を行いました。

公法研究会は、今後、日弁連行政問題対応セン
ターと共同で、弁護士が行政手続に積極的に関与で
きるような制度の構築を考えておりますので、ご協
力いただける方は、是非、参加してください。　

公法研究会
定例会 毎月第三火曜日 18:00～20:00

連絡先 代表幹事
山下清兵衛（マリタックス法律事務所）
TEL：03-3586-3601
FAX：03-3586-3602
HZS00325@nifty.com

入会方法 代表幹事のメールアドレス
（HZS00325@nifty.com）まで連絡

というテーマで、原告本人を講師、弁護士と研究
者をコメンテーターにお招きして行われたものも
ありました。

3   震災対応セミナー

公法研究会は、東日本大震災以降、震災復興支
援に関する各省庁の対応を協議するために、「震災
対応セミナー」を、平成23年7月12日には、仙台
弁護士会と共催で、同年11月12日、13日には、
警察庁警備局長や、防衛省運用企画局事態対処課
長、環境省大臣官房審議官（現地災害対策本部長）
などの各省庁の担当者を講師に招き、開催しました。

それらの結果をまとめたものとして、平成24年
7月には「3.11大震災の記録―中央省庁・被災自
治体・各士業等の対応―」（民事法研究会、震災
対応セミナー実行委員会編）が出版されました。

4   行政書士会との連携

公法研究会は、行政書士会との連携を重視して
おります。そのため、行政手続学会と合同で行わ
れた定例会では、現在まで多数の行政書士を講師
にお招きしており、また、出席者としても、行政
書士に多数参加していただきました。

また、弁護士も、行政書士会が開催している研
修会に講師として参加することが多く、平成21年
頃からは、1年に1回、2日間かけて行われる「日
本行政書士会連合会行政法特別研修」に数名の講
師を派遣しております。また、その後、特定行政
書士制度が定められた後は、全国の会場で、1年
に1回、2日間かけて行われる「特定行政書士ブラッ
シュアップ研修」に、数名の講師を派遣してきま
した。なお、令和3年6月、公法研究会会員山本修
三弁護士は、日本行政書士会連合会の理事に就任
致しました。
　　

5   出版

公法研究会では、今まで、複数の公法関係の出
版に関与しており、平成19年2月に出版された「実
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